仙台市生垣づくり助成金交付要綱

（平成９年４月１日建設局長決裁）

（趣旨）

第１条　この要綱は，杜の都の環境をつくる条例（平成18年仙台市条例第47号）に基づき，杜の都にふさわしい緑豊かな街並みを形成するため，市街化区域の民有地等に生け垣を設置する者に対し，予算の範囲内において助成金を交付することについて，仙台市補助金等交付規則（昭和55年仙台市規則第30号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところによる。

　(1)　生け垣　　樹木を列状に植栽した垣根をいう。
　(2)　ブロック塀等　　コンクリートブロック造，石造，れんが造，又は組積造の塀及び門柱をいう。
　(3)　道　　　　路　　国道，県道，市道等の公道及び不特定多数の者の通行の用に供されている私道をいう。
　(4)　樹　　　　高　　樹木の樹冠の頂端から根鉢の上端までの垂直高をいう。
（交付の対象）

第３条　助成金の交付対象となる事業は，本市の市街化区域内に存する住宅，事業所，駐車場等の敷地において行う，次の各号に定める事業で，当該助成金の交付の申請を行う会計年度内に完了が見込まれるものとする。ただし、令和元年度から令和３年度までに本市が実施したブロック塀等実態調査において、早急に除却を要すると判定された特に危険な状態にあるブロック塀等を生け垣へ作り替える場合にあっては、市街化区域外の敷地において行う事業についても助成金の交付対象とする。
　(1)　道路から視認でき，かつ道路境界線から奥行き10メートル以内の場所（隣接地との境界部を除く。）に生け垣を設置する事業
　(2)　前号の事業を行うために，道路境界線から奥行き1メートル以内の場所にある高さ1メートル以上のブロック塀等（当該ブロック塀等が擁壁上にある場合は，高さ0.6メートル以上のものに限る。）を撤去する事業

２　前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する事業は，交付の対象としない。

　(1)　国，地方公共団体，特殊法人その他これらに準ずる団体が行う事業
　(2)　住宅等の販売等の利益を目的とした事業
　(3)　過去にこの要綱に基づく助成を受けた事業と事業地及び事業地の所有者が同一である事業　
(4)　この要綱以外の助成制度等に基づく助成を受けた事業
３　助成金の交付を受けることができる者は，事業を行う敷地(以下「事業地」という。)の所有者又は事業の実施について事業地の所有者の承諾を得た者で,次に掲げる要件を満たす者とする。

　(1)　個人の場合にあっては，本市の市税を滞納していないこと

　(2)　個人以外の場合にあっては，法人の市民税及び事業所税に係る市長に対する申告（当該申告の義務を有する者に限る。）を行い，かつ，本市の市税を滞納していないこと

(3)　暴力団等と関係を有していないこと

（市税の取扱い）
第４条　前条第３項各号に規定する要件は，市長が第７条第１項の申請を行った者(以下「申請者」という。)の同意に基づいて市税の納税状況を調査することにより確認するものとする。ただし，申請者が，市税の滞納がないことの証明書（申請日前30日以内に交付を受けたものに限る。）を提出した場合はこの限りではない。

２　前条第３項第１号に規定する市税とは，個人の市民税（地方税法(昭和25年法律第226号)319条第1項の規定により普通徴収の方法によって徴収されるものに限る。），固定資産税，軽自動車税及び都市計画税とする。

３　前条第３項第２号に規定する市税とは，個人の市民税（当該法人が仙台市市税条例(昭和40年仙台市条例第１号)第22条各項の規定に基づき，特別徴収義務者に指定されている場合に限る。），法人の市民税，固定資産税，軽自動車税，特別土地保有税，事業所税及び都市計画税とする。

（植栽等の基準）

第５条　設置する生け垣に係る植栽等の基準は，次の各号に掲げるとおりとする。

　(1)　植栽時の樹高が0.6メートル以上であること

　(2)　連続する生け垣の延長が5メートル以上であること又は1メートル以上の延長を有する複数の生け垣の総延長が5メートル以上であること
　(3)　樹木の本数が1メートル当たり2本以上（バラなどのつる性木本類を使用した生け垣の場合は，この限りではない。）であって，かつ，生け垣としての外観を備えていること
　(4)　構造物の内側に生け垣を設置する場合は，植栽する地盤からの構造物の高さが0.5メートル以下であること又は構造物が遮へい率50％未満のフェンス等であること
（助成金の額）

第６条　助成金の額は，次の各号に定めるところによりそれぞれ算定して得た額（千円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てる。）の合計額とする。

　(1)　第３条第１項第１号に掲げる事業については，生け垣の設置に要する費用の２分の１の額と植栽する樹木の本数に２千５百円を乗じて得た額のうち，いずれか少ない額（その額が15万円を超える場合にあっては，15万円とする。）

　(2)　第３条第１項第２号に掲げる事業については，ブロック塀等の撤去に要する費用の額（撤去を行うブロック塀等の面積１平方メートル当たり４千円を限度とし，その額が15万円を超える場合にあっては，15万円とする。）

２　前項第２号の場合において，撤去を行うブロック塀等の面積の合計に0.1平方メートルに満たない端数がある場合は，これを算入しないものとする。
（助成金の交付申請）

第７条　規則第３条第１項の規定による交付の申請は，生垣づくり助成金交付申請書（様式第１号の２）に次に掲げる書類を添付して，毎会計年度の２月末日までに市長に提出して行うものとする。
　(1)　事業費用に係る見積書

　(2)　事業内容を明らかにする計画図

　(3)　事業地の位置図

　(4)　事業の着手前に撮影した事業地の写真
　(5)　事業地が自己所有地以外である場合は，事業地の所有者が事業の実施について承諾したことを証する書類
　(6)　その他市長が必要と認める書類

２　前項の申請は，事業の開始前に行わなければならない。
（助成金の交付決定）

第８条　市長は，前条の申請があったときは，当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて現地調査等を行った上で，助成金の交付の可否及び助成金の額を決定するものとし，規則第６条の規定による決定の通知は，生垣づくり助成金交付決定通知書（様式第２号）又は生垣づくり助成金交付申請却下通知書（様式第３号）により通知するものとする。

（交付の条件）

第９条　規則第５条第１項第１号に規定する市長の定める軽微な変更は，助成対象事業の内容の変更（当初の事業目的を変更しない範囲のものに限る。）で，助成金の額に変更を生じない場合とする。

２　規則第５条第１項第１号及び第２号の規定による事業の変更又は中止の申請は，生垣づくり助成金事業変更等承認申請書（様式第４号）により行うものとする。

３　市長は，前項の申請があったときは，助成金の交付決定の変更又は取消しについて，生垣づくり助成金事業変更等承認通知書（様式第５号）により通知するものとする。

（申請の取下げ）

第10条　規則第７条第１項の規定による申請の取下げは，交付決定の通知があった日から30日を経過した日までに生垣づくり助成金交付申請取下書（様式第６号）により行うものとする。

（実績報告）

第11条　助成金の交付決定を受けた事業が完了したときは，速やかに生垣づくり助成金事業完了報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して，市長に提出しなければならない。

　(1)　事業の完了後に撮影した事業地の写真

　(2)　事業費用の支払領収書等の写し又はそれに類するもの
(3)　その他市長が必要と認める書類

（助成金の額の確定）

第12条　市長は，前条の生垣づくり助成金事業完了報告書の提出を受けたときは，書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行った上で，交付すべき助成金の額を確定し，生垣づくり助成金交付確定通知書（様式第８号）により通知するものとする。

（助成金の交付）

第13条　助成金は，前条の規定により交付すべき助成金の額を確定した後に交付するものとする。

（交付決定の取消し等）

第14条　市長は，助成金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは，その決定の全部又は一部を取り消すものとする。

　(1)　偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定又は交付を受けたとき

　(2)　助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他規則又はこの要綱に基づき市長が行った処分に違反したとき

２　前項の取消しを行ったときは，理由を付して書面により通知するものとする。

（助成金の返還）

第15条　市長は，前条の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合において，既に第11条の規定により助成金が交付されているときは，期限を定めて，当該取消しに係る助成金の返還を命じるものとする。
（生け垣の保全）

第16条　助成金の交付を受けた者は，事業が完了した後においても，最低５年間は善良な管理者の注意をもって，生け垣の育成及び保護に努め，これを撤去してはならない。

（雑則）

第１７条　この要綱の実施に関し必要な事項は，建設局長が定める。

　　　附　則

　この要綱は，平成９年４月１日から実施する。

　　　附　則（平成11年３月31日改正）

　この改正は，平成11年４月１日から実施する。

　　　附　則（平成14年３月29日改正）

この改正は，平成14年４月１日から実施する。

　　附　則（平成17年３月30日改正）

この改正は，平成17年４月１日から実施する。

附　則（平成18年３月30日改正）

　この改正は，平成18年４月１日から実施する。

附　則（平成18年９月29日改正）

　この改正は，平成18年10月１日から実施する。

附　則（平成21年３月27日改正）

　この改正は，平成21年４月１日から実施する。

附　則（平成25年３月13日改正）

　この改正は，平成25年４月１日から実施する。

附　則（平成25年11月28日改正）

　この改正は，平成25年11月28日から実施する。
附　則（平成31年４月24日改正）

　この改正は，平成31年４月24日から実施する。

　　　附　則（令和元年６月５日改正）

　この改正は，令和元年６月10日から実施する。
附　則（令和２年３月25日改正）

　この改正は，令和２年４月１日から実施する。
附　則（令和２年８月11日改正）

　この改正は，令和２年９月１日から実施する。

　　　附　則（令和３年８月２４日改正）
　（実施期日）
１　この改正は，令和３年９月１日から実施する。
　（経過措置）
２　この改正の施行の際現にあるこの改正による改正前の様式による用紙については，当分　
　の間，これを取り繕って使用することができる。
附　則（令和５年３月６日改正）

　この改正は，令和５年４月１日から実施する。

附　則（令和７年３月３１日改正）

　この改正は，令和７年４月１日から実施する。

